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第Ⅴ章 異常時の水質調査 

公共用水域監視のための水質調査、事業推進のための水質調査や住民との協働による水質調査

は、主に平常時の河川水質を対象とした調査であるが、河川や湖沼では河川流量の変化に伴う水

質の変化及び自然現象・人為活動に伴い突発的な水質変化現象が起こることがある。ここでは、

これらの水質変化現象を把握するための調査として、渇水時水質調査、出水時水質調査、水の華

調査（植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの異常発生時（ｱｵｺ、淡水赤潮等の発生））、水質異常時調査について、調査地

点、調査項目、調査頻度の考え方を示す。 

 

1. 渇水時水質調査 

1.1. 調査目的 

渇水時は流量減少に伴い塩害や異常水質が生起すること等から、水道や農業等の利水への影

響や水生生物の生息環境の悪化などの事態が想定されるため、水質変化の状況を監視し、応急

措置の実施や必要な対策を検討するために水質調査を実施する。 

 

(1) 渇水時の水質変化のﾐｶﾆｽﾞﾑﾑと影響 

渇水時は、河川や湖沼の水位低下に伴い、主に以下のようなﾒｶﾆｽﾞﾑによって水質が変化し、

利水への影響や水生生物の生息環境の悪化などの事態が生起する。 

①河川の流量に占める人為的な排水量が多い地点では、河川水による希釈効果が低下するた

め、水質が悪化しやすい。 

②河川の流量が少なくなると、夜間に溶存酸素が不足しやすくなり、水生動物などの浮上や

へい死が増える。 

③河口部に近い水域では、平常時よりも海水（塩水）が上流側に遡上しやくすなり、塩害が

発生する場合がある。 

④湖沼などの沿岸部が干し上がり、枯れた水生植物、水生動物の死骸などが腐敗し、異臭を

放つようになる。また、水位が回復した時に、それらが湖水中に溶け出す。 

(2) 応急措置 

利水関係者への影響評価、水質等に関する情報交流、応急措置等を適切に実施するために、

渇水時の水質調査が必要である。 

(3) 維持流量等の検討 

渇水時の水質調査結果は、当該河川の（流水の清潔を保持するあるいは生息生物の保全を図

るために必要な）維持流量を検討する場合の重要な基礎資料となる。 

維持流量等を検討する場合に備えて渇水時の水質調査を計画的に実施することが重要であ

る。 
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1.2. 基礎調査 

効率的かつ効果的に調査地点、調査項目及び調査頻度を選定、あるいは設定するため、水利

用状況、主な水生生物の生息域、主な排水状況、既往の渇水時の被害発生状況、対応状況、水

質調査データなどを収集・整理する。 

 

1) 感潮区間の把握 

潮止堰（河口堰）がない河川では、水位低下時に海水（塩分）が遡上する区間を把握し、平

面図等に整理する。 

2) 水利用状況の把握 

水利用現況調査など既往の調査ﾃﾞｰﾀを利用し、対象水域の水利用の現状を把握する。 

水道用水、工業用水、農業用水、養魚用水などの取水場所、水浴場、水遊びなど親水空間を

平面図等に整理し、把握する。 

3) 主な水生生物の生息域等の把握 

水辺の国勢調査など既往の調査ﾃﾞｰﾀを利用し、対象水域で渇水被害を受けやすい主な水生生

物の生息域を平面図等に整理することによって、そのﾗｲﾌｻｲｸﾙ（生息期間など）を把握する。 

4) 主要な排水状況の把握 

関係機関へのﾋｱﾘﾝｸﾞ等により、下水処理場、し尿処理場、工場など主要な汚濁源の放流地点

を平面図等に整理し、放流水質、放流量を把握する。 

5) 既往渇水時の被害発生状況、対応状況、水質調査データ等の収集・整理 

対象水域の既往の渇水時における取水障害や塩害等の被害発生状況や取水規制実施状況等

の対策状況に関する資料、水質調査結果や維持流量の検討結果などを収集し、水質調査データ

や維持流量の要検討地点を図 1.1 に示すように平面図等に整理する。 

 
図 1.1 基礎調査結果の平面図への整理の一例 
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1.3. 調査地点 

対象水域における既往渇水時の水質異常発生状況、水利用状況、主な水生生物の生息域、汚

濁排出状況などに基づき、渇水時の水質調査が必要な調査地点を設定する。 

 

1) 既往渇水時の水質異常発生状況等の把握 

既往渇水時の水質異常発生の有無を確認するとともに、調査地点の選定にあたっては水質異

常発生箇所を考慮する。 

2) 渇水時の水質変化が水利用に影響を及ぼす状況を監視する地点の選定 

水道用水、農業用水、工業用水、養魚用水の取水地点や水浴場など水遊びの場、水位低下に

よる水生生物の生息環境の悪化や異臭の発生が予想される水域の代表地点を選定する。 

3) 主な排出源 

下水処理場などの排水処理施設、し尿処理場、工場など主な汚濁排出源の放流口を調査地点

として選定する。 

4) 維持流量要検討地点の選定 

渇水時の維持流量の検討が必要な地点は、必ず調査地点として選定する。 

5) 環境基準点などの活用 

近傍に環境基準点など関連する水質調査地点があり、その地点の水質で代表できる場合は、

環境基準点としてもよい。 

たとえば、図 1.2 に示す支川Ｂのように、農業用水の取水地点、水浴場、貴重な水生生物の

生息域がお互いに近接しており、平常時の水質変化もあまりない水域では、近傍の環境基準地

点（維持流量の要検討地点）を支川Ｂの渇水時の水質調査代表地点とする。 

こうすることにより、既往の水質調査ﾃﾞｰﾀも含めて有効に活用できる。 

 

図 1.2 渇水時の調査地点（▲）の設定の一例 
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6) 横断方向の水質地点の選定 

合流部の下流水域など平常時から横断方向に水質が変化する水域で、渇水時に著しい水質変

化を呈する水域では、水質の混合拡散状況に応じて横断方向にも水質調査地点を選定する。 

たとえば、図 1.2 に示す水道用水取水地点では、横断方向の 3 地点（右岸、中央、左岸取水

口）を調査地点として選定する。 

7) 自動水質監視施設の活用 

調査対象水域に自動水質監視施設があり、渇水時の計測が可能な場合は活用する。 

 

1.4. 調査項目 

渇水時の対象水域の水利用や主な水生生物への影響、主な汚濁排出源、既往の渇水時水質調

査結果などに基づいて調査項目を選定する。 

出典：上水試験法、水道水源保全関連２法に基づく特定項目、日本工業用水会による工業用水供給標準値、農林省

公害研究会による農業用水基準、日本水産資源保護協会による水産用水基準、環境省による水浴場判定基

準 

 

渇水時において変化する又は影響のみられる水質項目を水利用別に調査項目一覧として表 

1.1 に示すので、参考とする。 

なお、渇水時の調査においては、河川の基本的特徴を表す水温、流量、BOD、SS、濁度、pH に

ついても測定を行う。 

  



第Ⅴ章 
 

-202- 

表 1.1 渇水時の調査項目一覧表 

○：調査項目 、△：代替調査項目 

    水利用 

 

項目 

水道用水取水地点１） 工業

用水

取水

地点

農業 

用水 

取水 

地点 

養魚 

用水 

取水 

地点 

水浴

場２）

などA B C D 
(A～C) 

水温       〇  

pH 〇   〇  〇 〇  

DO       〇  

BOD       〇  

COD   △ △ △ 〇 〇 〇 

D-COD   △ △     

T-N      〇 〇  

NH4-N 〇 〇  〇     

NO3-N 〇   〇     

蒸発残留物     〇    

糞便性大腸菌群数        〇 

大腸菌数 〇   〇     

塩化物ｲｵﾝ３） 〇   〇 〇 〇 〇 〇 

導電率３）   △ △ △ △ △ △ 

THMP 〇 〇  〇     

2-MIB  〇  〇     

ｼﾞｵｽﾐﾝ  〇  〇     

色度   △ △     

UV   △ △     

DOC   △ △     

1) 水道用水取水地点 Ａ：浄水処理ﾌﾟﾛｾｽや水道水の安全性に影響が懸念される項目 

Ｂ：「今後の河川水質管理の指標項目（案）」の安全性、快適性、維持管

理性に係る項目 

Ｃ：THMP(総ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝ生成能)と相関が高い項目（THMP の代替調査項目） 

Ｄ：Ａ、Ｂ、Ｃの総合した場合の項目 

2) 水浴場など：必要に応じて病原性微生物（ｸﾘﾌﾟﾄﾎﾟﾘｼﾞｳﾑなど）を追加する。 

3) 塩素ｲｵﾝや導電率（電気伝導度）は、塩害のﾁｪｯｸだけでなく、人為的な排水の混入率を推

定することができるため、渇水時の共通調査項目として選定することが望ましい。 

 

1.5. 調査頻度 

自然的な要因による水質の変動、人為的な要因による水質の時間変動や曜日変動、流下時間、

水質の推移などを考慮して調査頻度を設定する。 

 

1) 水質変化と調査頻度 

渇水時の水質や水辺状況は徐々に変化しやすいため、日数回から週１回程度の調査頻度を設

定する。 

2) 自然的な要因で変動しやすい調査項目の調査頻度 

渇水時、河川水中あるいは湖岸水域の溶存酸素 DO は、日中は水草や藻類の光合成活動によ
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って補給されるために魚類など水生動物への影響は少ないが、夜間は水中生物の呼吸によって

溶存酸素が消費されて酸欠状態になる場合がある。こうした場合、水中の溶存酸素濃度が最低

になる夜明け前の調査が重要である。 

自記 DO ﾒｰﾀｰを利用する場合には、たとえば、１時間ﾋﾟｯﾁで渇水期間中計測する方法も考え

られる。 

3) 人為的な要因で変動しやすい調査項目の調査頻度 

人為的な汚濁排出源では、生活活動や社会経済活動によって時間変動や曜日変動が著しい場

合もあり、この変動範囲を把握できるように調査頻度を設定する。 

4) 流下（流達）時間を考慮した調査頻度の設定 

河川の縦断方向の水質変化を把握するためには、流下（流達）時間を考慮して調査頻度を設

定する。 

5) 感潮域の調査頻度 

潮汐の干満及び大潮時や小潮時による変動範囲が把握できるように調査頻度を設定する。 

たとえば、干潮域の取水口の塩害の有無を監視するのであれば、日 2 回（満潮時と干潮時）

で、大潮時と小潮時に実施する。 

自記電気伝導度計を利用する場合には、たとえば、10 分ﾋﾟｯﾁで約 3 週間計測する方法も考

えられる。 

 

1.6. 調査結果の評価と活用 

渇水時の調査目的に応じて調査結果を評価するとともに、応急措置の実施、維持流量の検討

等に活用する。 

 

1) 調査結果の評価 

①  流量（水位）と水質の関連性の評価 

水質、流量（水位）の時系列的な推移ﾃﾞｰﾀから流量（水位）と水質の関連性を分析評価する。 

感潮域では、潮位と淡水流量と水質（塩分等）の関連性を分析評価する。 

②  水利用影響流量（水位）の推定 

水利用に影響が生起する流量（水位）を推定する。 

地点別あるいは水利用別に整理するとわかりやすい。 

 

2) 調査結果の活用 

①  応急措置 

利水関係者への影響評価、水質等に関する情報交流、応急措置等を適切に実施するために調

査結果を活用する。 

②  維持流量等の検討 

渇水時の水質調査結果は、当該河川の（流水の清潔を保持するあるいは生息生物の保全を図

るために必要な）維持流量を検討する場合の重要な基礎資料となる。 

  



第Ⅴ章 
 

-204- 

2. 出水時水質調査 

2.1. 目的 

出水時の水質調査の目的には以下のようなものがある。 

①総量規制に係る年間総流出負荷量の把握 

②汚濁負荷量原単位の把握 

③流量・負荷量の回帰式の作成 

④汚濁負荷発生ﾒｶﾆｽﾞﾑの検討 

⑤下水道関連施設の効果等の把握 

⑥ﾉﾝﾎﾟｲﾝﾄｿｰｽ対策効果の把握 

⑦各種建設工事の環境影響評価 

⑧微量有害物質の監視等 

⑨融雪水の水質調査 

 

河川水質調査は通常、晴天が数日続いた低水流量時に実施するが、河川管理者は降雨中や降雨

直後の増水時（以下、出水時という）における河川水質も把握しておく必要がある。 

出水時は晴天期間中に河床や流域内に蓄積された汚濁負荷が流出し、晴天時の数十倍もの負荷

が流出するため、流域の汚濁負荷の全体量を把握するためには、出水時の調査が不可欠である。 

また、いわゆるﾉﾝﾎﾟｲﾝﾄｿｰｽ（面源）に起因する汚濁物質は大部分が出水時に流出するものであ

り、他にも合流式下水道の越流水の影響など、出水時に特徴的に現れる水質変化を把握するため

には、出水時の水質調査が必要となる。 

 

①  総量規制に係る年間総流出負荷量の把握 

水質汚濁防止法（第 4 条の 2～5）及び瀬戸内海環境保全特別措置法（第 12 条の 3）に規定

されている指定水域（東京湾、大阪湾、瀬戸内海）に流入する主要な一級河川で出水時の水質

調査を実施している。 

②  汚濁負荷原単位の把握 

道路、屋根など出水時に汚濁負荷が発生する面源（ﾉﾝﾎﾟｲﾝﾄｿｰｽ）の単位面積当たりの汚濁負

荷量（汚濁負荷原単位）を把握するため出水時に水質調査を実施する。 

湖沼やﾀﾞﾑ貯水池の水質予測や水質保全計画の基礎資料として利用する。 

③  流量・負荷量の回帰式の作成 

河川の流量と汚濁負荷量の回帰式の算定等に資するために出水時の水質調査を実施する。 

ﾀﾞﾑ貯水池の冷濁水の予測評価や富栄養化に関する検討、湖沼水質保全計画の策定、改正な

どの基礎資料となる。 

④  汚濁負荷発生ﾒｶﾆｽﾞﾑの検討 

林地などからの自然環境からの出水時の汚濁負荷は、樹林や土壌表面からの流出だけでなく

地下水による流出成分も少なくない。こうした汚濁負荷の発生ﾒｶﾆｽﾞﾑを調査検討するために、

渓流などで出水時の水質調査を実施する。 

また、最近では、森林の林層管理、間伐などの維持管理と渓流水質の関係を把握するため出

水時の水質調査も実施されている。 

⑤  下水道関連施設の効果等の把握 

合流式下水道の越流水対策、分流式下水道へのﾌｧｰｽﾄﾌﾗｯｼｭの取込み対策、浸透性舗装、路面

清掃などの市街地対策の効果等を把握するために出水時の水質調査を実施している。 
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⑥  ﾉﾝﾎﾟｲﾝﾄｿｰｽ対策効果の把握 

降雨時の汚濁負荷量を削減するための各種ﾉﾝﾎﾟｲﾝﾄｿｰｽ対策（雨水浸透施設、雨水貯留施設等）

による効果を把握するため降雨時の水質調査を実施する。 

最近では出水時の汚濁負荷量削減を目的とした水質浄化施設（沈殿池、内湖活用など）が琵

琶湖などで計画・試験施工されており、こうした出水時水質浄化施設の設計条件を把握するた

め、水質調査が実施されている。 

⑦  各種建設工事の環境影響評価 

建設工事現場では、工事期間中、降雨時に濁水が発生するため、それに伴う環境影響評価及

び保全対策を立案するため、施工前、施工中の出水時の水質調査を実施する。 

⑧  微量有害物質の監視等 

農耕地や市街地の街路樹などに散布される農薬は、散布直後の降雨によって雨水中に流出し

やすいため、出水時の水質調査が実施されている。 

また、流域の屋外で多量に使用されているﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類（ｼｰﾄ、ﾈｯﾄなど）の可塑剤も降雨時に

雨水排水中に溶脱しやすいため、出水時の水質調査が実施されている。 

⑨  融雪水の水質調査 

融雪水の汚染や酸性化現象を把握するため、融雪期（出水時も含む）に水質調査が実施され

ている。 

 

2.2. 調査地点 

調査地点は、調査の目的に応じて、主要な汚濁源と利水地点の位置等を考慮して設定する。

負荷量調査は、流量観測資料の得られる地点で行う。 

 

調査地点設定の基本的な考え方は、降雨時も低水時の順流域の調査と同様である。 

ただし、汚濁負荷量を求めるためには流量が必要であるが、洪水時に通常の流速計を用いた方

法で流量観測を行うことは不可能に近いため、負荷量調査は既存の流量観測所の近傍か、水位－

流量曲線等の得られる地点で行う必要がある。 

また、出水時の調査は危険が伴うため、作業時の安全確保も考慮して地点を選択する。 

採水位置の考え方も、基本的には低水時の順流域の調査と同様であるが、増水した河川で所定

の深度に採水器を沈めることはほぼ不可能であるので、ﾛｰﾌﾟ付きﾊﾞｹﾂ等により表面水を採水する。

この際ﾊﾞｹﾂは 5Ｌ以下程度の小さめのものを使用する。大きすぎると流れに逆らって引き上げる

ことができなくなることがある。 

また、合流点付近の採水では、支川は本川に比べて流域面積が小さいため、雨水流出の到達時

間が短くなる。このため、合流点では支川のﾌｧｰｽﾄﾌﾗｯｼｭの影響が先に現れやすく、降雨時の合流

点付近では雨水の到達時間差を伴う横断方向の濃度差も生起する。そのため、合流点付近の調査

地点を選定する際には、合流後の地点で横断方向の水質調査を実施するよりも、合流前の 2 地点

でそれぞれ横断方向の水質調査を実施する方が効率的である。合流前に採水作業等ができる適当

な橋がなく、合流後の橋などを調査地点とする場合には、横断方向の採水時間間隔の設定に際し

ては、本川と支川の雨水到達時間差を考慮するなどの配慮が必要になる。 
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図 2.1 合流点付近の調査地点選定時の工夫 

 

2.3. 調査項目 

負荷量調査の対象項目は、COD、T-N、T-P、BOD、SS を基本とする。 

その他の項目については、調査の目的に応じ、降雨時に特徴的な変化をする項目を選定する。

 

水質汚濁防止法施行令第 4 条の 2に定められた水質総量規制の指定項目は、COD と第 5 次総量

規制から指定項目に追加された T-N、T-P の 3 項目であるが、国土交通省は従来から、「原則と

して COD、BOD、ＳＳ、T-N、T-P の 5 項目を測定することとし、都市化の顕著でない河川あるい

は富栄養化の懸念のない河川では BOD、T-N、T-P の測定を省くこともできる」（「河川負荷量調

査要領（案）」（昭和 56 年河川水質調査担当者会議資料））としてきた。調査の目的によって

は、適宜、調査項目を追加する（溶存態、懸濁態等）ことも必要である。 

その他、出水時に特徴的な変化をする水質項目としては次のような項目が考えられる。 

・合流式下水道の越流水の影響：大腸菌数、ｱﾝﾓﾆｱ態窒素、BOD 等 

・建設工事に伴う濁水の影響：SS、濁度 

・微量有害物質：農薬類、環境ﾎﾙﾓﾝ類、PAHs 等 

・融雪水の酸性化現象：pH 等 

なお、「今後の河川水質管理の指標項目（案）」では、水質管理の指標項目において出水時に

変化する項目として以下を挙げており、これらも目的に応じて調査項目に追加する。 

・豊かな生態系の確保：DO、SS、NH4-N 

・利用しやすい水質の確保：TOC、総ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝ生成能、NH4-N、原虫類、ｳｨﾙｽ、 

             糞便性大腸菌群数、大腸菌数、2-MIB、ｼﾞｵｽﾐﾝ、 

COD、pH、SS、濁度 

・下流域や滞留水域に影響の少ない水質の確保：T-N、T-P 

  

合流後 

支川合流前 

本川合流前 

横断方向の採水作業は、支川と本川 

の雨水到達時間差を考慮する。 

合流前は支川と本川の 

雨水到達時間差を考慮

した採水作業は不要 
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2.4 調査頻度 

出水時の水質調査は、流量の変化に伴う水質の変化を捉えられるような頻度で行う。 

負荷量調査の場合、出水の初期段階から水位上昇時には等間隔で 5 回程度、水位下降時は観

測間隔を徐々に長くして、出水によるﾋﾟｰｸの全体を把握できるように行う。 

 

出水時には、出水の初期に一時的に水質は高い値となり、図 2.2 のようになることが報告さ

れている。そして、降雨後、流量の少ない時期がかなり続けば水質はほぼ一定になる。しかし、

溶解性物質については雨水でむしろ希釈されることが多い。 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 出水時の流量増加に伴う水質濃度Ｃまたは負荷量Ｑs の関係 
出典：中島重旗「土木技術者の陸水環境調査方法」 

 

出水時の水質の時間的な変動特性については、流量の変化と対比すると、次のようなﾊﾟﾀｰﾝが

ある。 

①  流量に比例して濃度が増加する。 

流域の土壌等から降雨や雨水流出によって削りとられるようにして供給される SS、濁度な

どである。これらの濁り成分に付着あるいは吸着している物質も流量に比例して増加しやすい。 

②  流量に比例して濃度が一旦増加するが、濃度の限界値が存在する。 

流域や河床に堆積した物質が洗い流された場合、すなわち、ﾌｧｰｽﾄﾌﾗｯｼｭが顕著な調査項目で

あり、人為的な汚染物質と相関の高い BOD、COD などである。 

土壌に付着・吸着した農薬、ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄやﾈｯﾄなどから溶出（溶脱）する環境ﾎﾙﾓﾝなどもこの

範疇に含まれると考えられる。 

③  流量に反比例して濃度が減少する。 

雨水流出による希釈効果が現れる物質であり、人為的な排水に由来するｱﾝﾓﾆｱ性窒素などで

ある。 

④  流量変化に関わらずほぼ一定の濃度で推移する。 

地下水流出など基底流出に関連する物質である。 

石灰岩地帯の河川では、懸濁態のﾘﾝ酸は流量に比例して増加しやすいが、溶存態のﾘﾝ酸は流

量変動に関わりなくほぼ一定濃度で推移することが観測されている。 

 

いずれにせよ、現場ではいつの時点がﾋﾟｰｸになるかはわからないため、ﾋﾟｰｸの全体を把握する

ためには、出水の初期から水位の変化に注意しながら適当な時間間隔（河川や降雨の規模にもよ

るが、概ね 30 分～1 時間）で採水を続け、降雨終了後に水位変化に応じて分析するｻﾝﾌﾟﾙを選択

する等の対応が必要となる。  
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3. 水の華調査(植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの異常発生時(ｱｵｺ、淡水赤潮等の発生)) 

3.1. 目的 

水の華発生時の構成生物、発生箇所、発生時期、発生期間等の把握を目的とする。 

 

本調査は、湖沼や河川の堰などによる滞留水域における巡視等により水の華の発生が認められ

た場合、その状況を把握することを目的として実施するものである。 

ここでいう水の華の発生とは、植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝが異常に増殖したり集積したりすることにより湖

沼水面が変色する現象を対象とする。植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの異常発生は、主に水域の水の滞留と栄養塩

類のﾚﾍﾞﾙにより生じる現象の１つである。 

 

   

     （膜状にｱｵｺが湖面を覆う）          （厚くﾏｯﾄ状にｱｵｺが湖面を覆う） 

写真 3.1 水の華の例（ｱｵｺ） 

（見た目ｱｵｺ指標（霞ケ浦河川工事事務所ｳｪﾌﾞｻｲﾄより）） 

 

 

3.2. 調査地点 

調査地点は、調査項目ごとに以下のとおりとする。 

・水の華発生水域目視記録については、湖沼全域、河川の滞留水域全域を対象とする。 

・植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ、ﾌｪｵﾌｨﾁﾝ及び水温、pH、DO、COD、SS、総窒素、  無機態窒素（ｱﾝﾓﾆｳﾑ態窒

素、亜硝酸態窒素、硝酸態窒素）、総ﾘﾝ、無機態ﾘﾝ（ｵﾙﾄﾘﾝ酸態ﾘﾝ）、ｸﾛﾛﾌｨﾙａについては、

生物異常発生箇所及び水域の基準地点とする。 

 

水の華発生水域目視記録は、湖沼全域や河川の滞留水域全域を対象として目視により調査を実

施する。湖沼の湾入部は視認し難い場所もあるが、発生水域となっていることもあるので、特に

注意する必要がある。 

植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ、ﾌｪｵﾌｨﾁﾝ、水温、pH、DO、COD、SS、総窒素、無機態窒素（ｱﾝﾓﾆﾐｳﾑ態窒素、亜硝

酸態窒素、硝酸態窒素）、総ﾘﾝ、無機態ﾘﾝ（ｵﾙﾄﾘﾝ酸態ﾘﾝ）、ｸﾛﾛﾌｨﾙａの各項目については、水の

華発生水域の水質状況と影響を把握するため、環境基準点等において調査を実施する。 
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3.3. 調査項目 

水の華発生時調査の調査項目は、以下のとおりとする。 

①水の華発生水域目視記録 

②植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ 

③水温、pH、DO、COD、SS、総窒素、無機態窒素（ｱﾝﾓﾆｳﾑ態窒素、亜硝酸態窒素、硝酸態窒

素）、総ﾘﾝ、無機態ﾘﾝ（ｵﾙﾄﾘﾝ酸態ﾘﾝ）、ｸﾛﾛﾌｨﾙａ、ﾌｪｵﾌｨﾁﾝ 

④発生前後の気象状況（気温、気圧、降水、風、日照） 

 

①水の華発生水域目視記録とは、目視により水の変色が認められる範囲を記録するものであ

る。調査方法は、管理用道路等から湖沼水面を目視して生物異常発生水域を図上に記録す

るとともに、変色の状況が分かるような写真を適宜撮影するものとする。 

②植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝは、異常発生している生物の種と量を把握するため、定量試験（群集構成と各

種の現存量の把握）を実施する。 

③水温、pH、DO、COD、SS、総窒素、無機態窒素（ｱﾝﾓﾆｳﾑ態窒素、亜硝酸態窒素、硝酸態窒素）、

総ﾘﾝ、無機態ﾘﾝ（ｵﾙﾄﾘﾝ酸態ﾘﾝ）、ｸﾛﾛﾌｨﾙａ、ﾌｪｵﾌｨﾁﾝの各項目は、生物異常発生時に当該水

域および環境基準点等における水質状況と湖沼水質への影響を把握するため測定する。 

    水温、pH については、植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの種類によってそれぞれ増殖に適した範囲があり、植

物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの増殖条件を把握するため測定する。また pH、DO、COD、SS、ｸﾛﾛﾌｨﾙａ、ﾌｪｵﾌｨﾁ

ﾝは、植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの増殖の結果として高い値を示すため、植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの消長を間接的に把

握する１つの指標として測定する。ここで、ﾌｪｵﾌｨﾁﾝは、ｸﾛﾛﾌｨﾙを含む植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝが死滅

することにより生成される物質であることから、生体および死骸由来のｸﾛﾛﾌｨﾙａと死骸由

来のﾌｪｵﾌｨﾁﾝの割合から、植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの消長を把握することができる。夏季の終わりから

冬季の始めにかけてﾌｨｵﾌｨﾁﾝ濃度が上昇する傾向にあると言われている。 

    総窒素、総ﾘﾝは、植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの増殖量を規定する栄養塩類である。また無機態窒素（ｱﾝ

ﾓﾆｳﾑ態窒素、亜硝酸態窒素、硝酸態窒素）、無機態ﾘﾝ（ｵﾙﾄﾘﾝ酸態ﾘﾝ）は、植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝが利

用しやすい形態の栄養塩類である。これらの物質は、いずれも植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの消長と密接に

関連する項目であるため測定する。 

    その他、ｶﾙｼｳﾑ、鉄、ｹｲ酸、Ｂ群ﾋﾞﾀﾐﾝ類等が植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの消長には関係するとの指摘も

あり、調査を実施する際には注意を要する場合がある。 

④水の華の発生は、急激な気象変動による水温の上昇及び日射量の増大等が引き金になる場

合がある。そのため、水の華の発生前後における気温、気圧、降水、風、日照等の気象状況

を把握しておく必要がある。 
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3.4. 調査深度 

調査深度は、調査項目ごとに以下のとおりとする。 

・植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝについては表層（水面から 0.5ｍの点）1 層とする。 

・ﾌｪｵﾌｨﾁﾝ、 水温、pH、DO、COD、SS、総窒素、無機態窒素（ｱﾝﾓﾆｳﾑ態窒素、亜硝酸態窒素、

硝酸態窒素）、総ﾘﾝ、無機態ﾘﾝ（ｵﾙﾄﾘﾝ酸態ﾘﾝ）、 ｸﾛﾛﾌｨﾙａについては、表層（水面から

0.5ｍの点）、1/2 水深（全水深の 1/2 の点）、底層（湖底場１ｍの点）の 3 層とするが、

水温成層の形成状況を考慮の上、必要に応じて表水層、深水層、底水層の 3 層とする。

 

植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの調査深度については、ｱｵｺや淡水赤潮の場合、昼間は表面近くに集積しているこ

とが多いが、採水時の供試水の水質のﾊﾞﾗﾂｷ、他の調査における調査深度との整合性を考慮し、

表層（水面から 0.5ｍの点）1 層とする。 

 

3.5. 調査頻度 

調査頻度は、調査項目ごとに以下のとおりとする。 

・水の華発生水域目視記録は、水の華発生後、原則として毎日とする。 

・植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ、ﾌｪｵﾌｨﾁﾝ及び水温、pH、DO、COD、SS、総窒素、無機態窒素（ｱﾝﾓﾆｳﾑ態窒素、

亜硝酸態窒素、硝酸態窒素）、総ﾘﾝ、無機態ﾘﾝ（ｵﾙﾄﾘﾝ酸態ﾘﾝ）、ｸﾛﾛﾌｨﾙａは、生物異常発

生時および発生後原則として 1 回/週とする。 

 

水の華発生水域の範囲や濃度は短時間にかなり変化する場合があるので、水の華発生水域目視

記録については原則として毎日とし、変化状況によってはさらに細かく朝・昼・夕に実施するも

のとする。 

植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ、ﾌｪｵﾌｨﾁﾝおよび水温、pH、DO、COD、SS、総窒素、無機態窒素（ｱﾝﾓﾆｳﾑ態窒素、亜

硝酸態窒素、硝酸態窒素）、総ﾘﾝ、無機態ﾘﾝ（ｵﾙﾄﾘﾝ酸態ﾘﾝ）、ｸﾛﾛﾌｨﾙａについては、水の華発生

現象が生じていると認められた時点において採水し、分析するものとし、その後は植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ

の消長を考慮して原則として 1 回/週とするが、現象の状況に応じて調査頻度を検討するものと

する。 
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4. 水質異常時調査 

河川環境の保全、河川の適正な水利用並びに水質汚濁対策等の事業を行うためには河川の水質

管理が必要であり、平常時のみならず人為的な水質事故等による異常時についても、水質測定を

行い資料に整備しておくことが河川管理者の責務と考えられる。 

 

4.1. 水質異常の種類 

河川の水質異常（有害物質混入）が明らかになるのは、次のようなｹｰｽが考えられる。 

(1) 定期水質調査の結果、水質異常が発見される場合。 

(2) 魚類の浮上・斃死、着色、異臭などの異常が発見され、それに伴う緊急時の水質調査

の結果、水質異常が発見される場合。 

(3) 工場又はﾀﾝｸﾛｰﾘｰ等の事故が発生し、有害物質が河川に流入したことが明らかな場合。

 

上記のうち(2)、(3)のｹｰｽの対応は、国土交通省水質連絡会編「水質事故対策技術 2001 年版」

によるものとする。 

 

4.2. 水質異常の判断 

〇水質異常の判断基準は以下のとおりとする。 

(1) 人の健康の保護に関する環境基準項目及び要監視項目 

基準値（または指針値）を上回った場合に異常とみなす。 

(2) (1) 以外で、公共用水域監視のための水質調査の対象となっている項目が、当該調査地

点において、過去に観測された水質濃度の範囲から逸脱した場合。ただし、水質濃度の範

囲から逸脱したとの判断は、各河川の変動特性を勘案して判断するものとする。例えば 5

年に 1 度起こりうる確率、過去ﾃﾞｰﾀの 2σ等で判断する方法がある。 

(3) (1) 、(2) 以外で、本来、自然界に存在しない人工的な有害物質（農薬類、VOC 類、要

調査項目、PRTR 法対象化学物質等）：定量下限値を超えて検出されたことをもって異常と

みなす。 

 

〇異常発生地点の下流に上水道の取水地点がある場合は水道水質基準値で、他の利水地点の

場合はその利水目的の基準に照らして、正常値かを判断する。 

 

〇評価基準のない水質項目の判断の目安の例を、表 4.1 に示す。対象水域のこれまでの測定

結果の範囲（最小値、最大値）から外れた場合を異常値とすることもある。 
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表 4.1 評価基準のない水質項目の指標性と目安（例） 

項  目 水質指標としての用い方 評価の目安 

透明度 一般に有効層は透明度の 2〜3
倍と言われている。 

別表参照 

電気伝導度 電解質の総和量 農業用水基準：300μS/cm 

塩分 海水の混入状況 淡水は 0、海水は 34‰ 

塩化物ｲｵﾝ 淡水＜50mg/L、海水は約 19,000mg/L 

濁度 濁りの指標 基準値のある SS との相関より設定可能 

TOC 有機物の指標 基準値のある COD との相関より設定可能 

ｸﾛﾛﾌｨﾙ 植物現存量の指標 別表参照 

ﾌｪｵﾌｨﾁﾝ 単体で評価することはないが、
ｸﾛﾛﾌｨﾙとの和で一次生産量を
評価する場合がある 

ｸﾛﾛﾌｨﾙ参照 

ｹｲ酸態ｹｲ素 珪藻類の必須物質であり、消長
の指標となる 

日本の地域別平均値は 9.8〜32.2mg/L の
範囲で存在１） 

ｱﾝﾓﾆｳﾑ態窒素 植物の利用可能な栄養塩であ
るが、高濃度にあっては生物毒
性を示す 

水産用水基準に示す全ｱﾝﾓﾆｱの基準値に準
拠する 

ﾘﾝ酸性ﾘﾝ 植物の利用可能な栄養塩 環境基準に示す総ﾘﾝの基準値に準拠する 

別表 透明度、ｸﾛﾛﾌｨﾙの目安 2)3) 

 
ﾚﾍﾞﾙ 

 
利水目的 

目 安 

透明度 
(m) 

ｸﾛﾛﾌｨﾙ 
夏期値(μg/L)

Ⅰ 自然環境保全（ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ、観光価値を損ねない） 6〜7m 以上 1μg/L 以下 

Ⅱ 上水道（緩速ろ過池で障害がおこらない） 4m 以上 3μg/L 以下 

Ⅲ 上水道（急速ろ過池で障害がおこらない 2m 以上 20μg/L 以下 

Ⅳ 水産（貧酸素化による魚介類の生息障害防止） 1m 以上 40μg/L 以下 

Ⅴ 農業（水稲に被害が発生しない） － 100μg/L 以下

出典：1）半谷高久（1978）日本環境図譜，共立出版 

2）窒素、燐等水質目標検討会（1980）湖沼の燐に係る水質目標についての検討結果水質汚濁研究 第 3巻

第 3号 

3）窒素、燐等水質目標検討会（1982）湖沼の窒素に係る水質目標についての検討結果水質汚濁研究 第 5

巻第 5号 

 

4.3. 水質異常時の対応 

水質異常が判明した場合の対応の考え方は、原則として次のとおりとする。 

(1) 人の健康の保護に関する環境基準項目の場合 

都道府県の水質担当部局と協議の上、原因究明と対策実施のための詳細調査を実施する。

(2) その他の項目の場合 

水質異常が解消するまで、臨時の水質調査を実施する。 
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【コラム：御嶽山噴火に伴う水質調査（自然災害に伴う水質異常の関係機関連携調査例）】  

 御嶽山は、有史以来 2 度目となる大噴火が平成 26 年 9 月 27 日に発生した。御嶽山噴火に伴

う降灰が王滝川の支川を通じて愛知用水の水瓶の牧尾ﾀﾞﾑに流入し、白濁した水の流下、pH の

低下など利水への影響が懸念された。さらに、その水が牧尾ダムの下流に流下することによっ

て、木曽川水系の水質への影響が懸念されたため、関係機関が連携し、水質監視や牧尾ダム貯

水池の水質保全対策、下流河川の影響緩和対策について検討会を設置して調査・検討を行った。

(1)関係機関と連携した水質調査 

 御嶽山近傍の河川、牧尾ﾀﾞﾑ及び下流河川の水質状況を把握するために、関係機関で図-1 に

示す地点において、濁水状況調査（目視による濁水の確認、26 地点）、水質調査（濁度、pH の

調査、噴火当初 32 地点）が実施された。調査結果は中部地整のｳｪﾌﾞｻｲﾄにて公表された。 

        
図-1 ﾀﾞﾑ・河川の濁水状況調査及び水質調査地点 

 
(2)濁度、pH の水質調査結果（噴火当初から概ね 1 年の結果） 

 牧尾ﾀﾞﾑ流入の濁度は噴火当初より約 2 ヶ月間にわたって数千度の高濁水となっていたが、

12 月以降平水時には数度から数十度まで低下した。木曽川本川の兼山地点では噴火直後から 2

週間にわたって数百度の高濁度水となったが、その以降は例年とほぼ同様の値まで低下した。

 牧尾ﾀﾞﾑ流入の pH は濁度と同様に噴火直後から約 2 ヶ月にわたって pH4～6 の間で推移して

いたが、12 月以降平水時は pH6～7 まで上昇した。兼山地点の pH は出水時も含めて例年とほぼ

同様な値が継続しており、大きな変化はみられなかった。 

   
図-2 噴火後の濁度の変化     図-3 噴火後の pH の変化 

 
水質調査はおおむね 6 か年継続され、牧尾ﾀﾞﾑ貯水池の濁度・pH の回復を確認し、令和 2 年

8 月より水質監視頻度は平常時ﾚﾍﾞﾙに移行した。 
 

出典：御嶽山噴火に伴う対応及び水質に関する影響 （中部地方整備局 平成 28 年度管内事業研究発表会） 

御嶽山噴火に伴う木曽川上流域水質保全対策検討会ｳｪﾌﾞｻｲﾄ 
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【参考】水質調査時における流量観測について 

  

(1) 調査目的 

水質調査結果の評価や活用のために、あるいは将来必要となる局面に備えて同時流量観測や

流動の計測を実施する。 

同時流量観測ﾃﾞｰﾀが必要となるのは以下のような水質ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸ、汚濁負荷量解析、水質解析

に関する局面が考えられる。 

1) 水質ﾃﾞｰﾀをﾁｪｯｸするための流量調査 

既往の水質ﾃﾞｰﾀと同時に観測した流量の関係や傾向を把握することにより、水質ﾃﾞｰﾀが異常

値や予想に反する濃度を検出した場合、同時に観測した流量の値をﾁｪｯｸすることで、その原因

の推測や水質ﾃﾞｰﾀの有効性を評価することができるため、水質調査時の同時流量観測は重要で

ある。 

2) 汚濁負荷量解析のための流量調査 

河川、湖沼、ﾀﾞﾑ貯水池などの公共用水域の水質管理、水質保全施策の計画、効果の評価な

どのためには、対象水域の水質を左右する汚濁負荷量の調査・解析を行わなければならない。 

汚濁負荷量の調査・解析では、ある地点の水質と流量の関係やその時系列的な推移の把握、

河道における水収支や汚濁負荷量の変化を解析する必要があり、こうした解析に備えるために

水質調査地点では、同時に流量を観測する必要がある。 

3) 水質解析のための流動の計測 

河川や支川の合流、分派などに伴う水質の縦横断変化が水利用に影響を及ぼすような水域で

は、水質の流下方向及び横断方向の水質変化を調査・解析する必要性があり、水質の横断変化

に応じて流速や水深を縦横断方向にも調査する必要がある（流量観測のための流速や水深の観

測と異なる）。 

4) 感潮域の流動の計測 

通常、感潮区間では潮汐による海水の入退の影響が大きいため流量観測は実施されないが、

感潮域の水質は、感潮域の流動現象に支配されるため、そうした流動現象（潮位、流れ）の計

測と一体化した水質調査も重要である。 

特に、汽水湖の水質は感潮域の流動現象の影響を強く受けるため、網走湖、小川原湖、中海・

宍道湖等では水位、流れの自動計測機材を活用した３次元的な流動現象の計測が実施されてき

た。 

 

(2) 調査地点 

水質調査地点と同じ地点で流量（流水幅、水深、流速）を観測することを基本とするが、流

量観測に適さない地点、安全性が確保できない地点などは、上下流の近傍地点で選定する。 

1) 現地踏査で決定 

机上で調査地点（候補地）を選定し、現地踏査で調査地点を決定する。 

河床変動が激しい場所、流れを阻害する河川構造物などがある場所、瀬など測定精度が悪く

なる場所など流量観測に適さない場所や急流など流量観測作業の安全性が確保できない場所

は、流量の調査地点を近傍の上下流に移動させる。  
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2) 合流・分派部の調査地点の設定 

合流や分派を伴う調査地点では、流量観測の適性や観測作業の安全性に留意して、調査地点

を選定する。参考図 1にその一例を示す。 

また、参考図 2 には横断方向の流動を調査する場合の調査地点の一例を示す。 

 

参考図 1 合流部における流量観測の調査測線の設定方法の一例 

 

 

参考図 2 横断方向の流動の調査地点（水質解析用）の一例 

 

3) 水位観測所の活用 

水質調査地点の近傍に水位観測所がある場合には、水位観測所の観測ﾃﾞｰﾀで代用しても良い。

例えば、採水時の水位ﾃﾞｰﾀと最新の水位・流量回帰式（HQ 曲線）から流量を換算する方法があ

る。 

4) 感潮域 

感潮域の流動現象を計測する方法には、漂流板や浮子などの動きを追跡するﾗｸﾞﾗﾝｼﾞｭ的方法、

ｱﾝｶｰ等で流向流速計を水中の固定するｵｲﾗｰ的方法、船上から ADCP で計測する方法、魚群探知

機で淡塩水境界面の挙動を計測する方法、ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾞﾝｸﾞによる方法、水温変化で計測する方法

等があり、調査の目的、調査対象水域の流動特性に応じて計測方法を選定（工夫）し、効率的

な調査地点を設定する。 
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(3) 調査項目の考え方 

流量観測方法（徒歩観測、船による観測、橋梁による観測、吊篭による観測、水位観測所等

の利用）に応じて調査項目を選定する。 

出典：水文観測業務規程細則、水文観測（第 4章流量観測）（国土交通省監修、国立研究法人土木研究所） 

1) 徒歩、船などによる観測 

調査項目は、水面幅、水深、流速である。 

調査方法は、水文観測業務規程細則に準拠して実施する。 

継続して流量観測を実施する場合には、水位計測用の量水板等を設置し、水位ﾃﾞｰﾀを記録す

ることも重要である（HQ 曲線を作成できる）。 

2) 水位観測所等を利用する場合 

近傍の水位観測所の HQ 曲線を利用して流量ﾃﾞｰﾀを入手する場合は、調査項目は、水位のみ

である。ただし、水位ﾃﾞｰﾀが自動記録される場合は、現地調査の必要性はない。 

3) その他観測 

可搬式の自記水位計を利用し、水位の連続計測を実施する場合は、調査項目は、水位ｾﾝｻｰの

零点高の水準測量、HQ 曲線を作成するための流量観測である。 

4) 感潮域 

水位（潮位）変化、流れの変化を自動計測する方法が一般的である。 

また、自動計測機材の位置を測量する必要があり、GPS ﾃﾞｰﾀ等を利用する。 

 

(4) 調査頻度の考え方 

水質調査と同時に実施することを基本とする。 

近傍の水位観測所の水位観測ﾃﾞｰﾀと HQ 曲線から流量ﾃﾞｰﾀが入手できる場合を除き、水質調

査と同時に流量観測を実施する。 

感潮域においても水質調査と同時に流動の計測を実施する。 

 

(5) 調査結果の評価と活用 

水質調査及び流量等の調査目的に応じて調査結果の評価を行い、水質調査結果と併せて汚濁

負荷量解析や水質予測等に活用する。 

1) 水質ﾃﾞｰﾀのﾁｪｯｸ 

水質ﾃﾞｰﾀが異常値や予想に反する濃度を検出した場合、同時に観測した流量の値をﾁｪｯｸし、

その原因の推測や水質ﾃﾞｰﾀの有効性を評価することができる。 

2) 汚濁負荷量解析への活用 

ある地点の水質と流量の関係やその時系列的な推移の把握、河道における水収支や汚濁負荷

量の変化の解析などに活用する。 

3) 渇水影響検討 

河川や支川の合流、分派などに伴う水質の縦横断変化が水利用に影響を及ぼすような水域で

は、流動の横断分布の調査結果は、渇水時の影響検討の基礎資料として活用できる。 

4) 感潮域の汚濁解析や水質保全対策の検討 

感潮域の流動の計測結果は、感潮域の汚濁解析や水質保全対策検討の基礎資料となる。また、

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙによる流動の再現計算の検証ﾃﾞｰﾀとして活用できる。 
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